
令和４年度ロジックモデル

令和４年９月

経済産業省



１．令和２年度からの継続事業
（令和３年度予算要求金額新規１０億円以上の事業、
令和４年度予算要求金額新規１０億円以上の事業）



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分
事業名：地域未来DX投資促進事業

予算
[R05要求]3,494
[R04予算]1,587
[R03補正]1,355
[R03予算]1,168
[R02予算] –
[R02補正] –
[R01予算] –
[H30予算] –
（単位：百万円）

協力企業等
・民間企業等

地域DX促進環境整備事
業（地域DX支援活動
型）
地域企業のDX推進を支援す
る産学官金の関係者が参画
する支援コミュニティが実施する
各種支援活動を支援

地域DX促進環境整備事
業（地域デジタルイノベー
ション実証型）
地域未来牽引企業等が取り
組む、地域の特性とデジタル技
術を活用した新事業の創出に
向けた実証事業を支援

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）

企業の新事業の創出を目指
した実証事業件数
[測定指標]

採択事業件数
【R5見込】13件

新事業の創出に基づく事業展開
（地域企業の稼ぐ力の向上）
[測定指標]
採択事業のうち、各事業年度終了後2
年目時点の事業化状況等報告書にお
いて、その翌年度に、実証対象の新事
業に係る売上計上を予定する事業の
割合
【R8目標】50％

生産性の高い地域経
済社会の実現
[測定指標]
地域未来牽引企業と地
域未来投資促進法に基
づく承認地域経済牽引
事業者からなる企業群の
常時従業者一人当たり
付加価値額変化率

【R2-6目標】
幾何平均で年率２％以
上

DX実現に向けた支援を
行った支援コミュニティ拠点
数
[測定指標]

支援コミュニティ拠点数
【R5見込】49件

支援コミュニティから支援を受けた企
業のDX実現による生産性向上
[測定指標]
事業年度から、その３年後までの間、
支援活動地域における「地域未来牽
引企業と地域未来投資促進法に基づ
く承認地域経済牽引事業者」からなる
企業群の労働生産性の伸び率
【R9目標】6％

担当課：地域経済産業グループ 地域企業高度化推進課、商務情報政策局 情報技術利用促進課

地域デジタル人材育成・確
保推進事業
デジタル人材育成プラットフォー
ムの運営（ケーススタディ教育
プログラムや課題解決型現場
研修プログラムの実施、専用
ポータルサイトの運営）及びデ
ジタルスキル・能力の見える化
に向けた環境整備

オンライン教育コンテンツ受講者数の
確保
[測定指標]
掲載コンテンツ受講者数
【R8目標】 148,000人

実践的なケーススタディ教育プ
ログラム受講者数
[測定指標]
受講者数
【R5見込】 1,800人

課題解決型現場研修プログラ
ムの実施件数
[測定指標]
実施件数
【R5見込】 52件

専用ポータルサイトへのオンライ
ン教育コンテンツの掲載数
[測定指標]
掲載コンテンツ数
【R5見込】 500件

地域企業のDXを進められる人材の
育成・確保
[測定指標]
課題解決型現場研修プログラム修了者
数
【R8目標】 1,300人



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分
事業名：地域の持続的発展のための中小商業者等の機能活性化事業

予算
[R05要求] 876
[R04予算] 460
[R03予算] 553
[R02予算] –
[R02補正] –
[R01予算] –
[H30予算] –
（単位：百万円）

協力企業等
・地方公共団体
・中小小売・サー
ビス業者

(中小商業者等)

中小小売・サービス業者
（中小商業者等）のグ
ループが商店街等において
行う、地域住民のニーズに
沿った新たな需要を創出す
る施設等の導入や最適なテ
ナントミックスの実現に向けた
事業を地方公共団体が支
援する場合に、国が地方公
共団体にその費用の一部を
支援する「地域商業複合
化機能推進事業」を実施。

地域に外部の専門人
材を派遣し、テナントミッ
クスの実現に向けた推
進体制の構築や計画
策 定 等 を 後 押 し す る
ワークショップ等の伴走
支援とまちづくり人材の
育成プログラムの開発を
行う「外部人材活用・
地域人材育成事業」を
実施。

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）

ワークショップ開催地域
数
[測定指標]

ワークショップ開催地域数
【R5見込】 16地域
【R4見込】 16地域
【R3実績】 27地域

地域のコミュニティの維
持・活性化、地域の住
民サービスの維持・向
上、地域経済の活性
化により、地域の持続
的発展を促進

地域商業機能複合化
推進事業の実施数
[測定指標]

地域商業機能複合化推進
事業実施数
【R5見込】 60件
【R4見込】 30件
【R3実績】 14件

商店街等において需要
構造に合った供給体制
の構築を行った地域数
[測定指標]
商店街実態調査（中
小企業庁）
【R7目標】 1,700地域

担当課：地域経済産業グループ中心市街地活性化室、中小企業庁商業課



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分

事業名：5G等の活用による製造業のダイナミック・ケイパビリティ強化に向けた
研究開発事業

予算
[R05要求] 787
[R04予算] 670
[R03予算] 1,018
[R02予算] –
[R01予算] –
[H30予算] –
（単位：百万円）

協力企業等
・NEDO

柔軟・迅速な組換えや
制御が可能な生産ライ
ンを実現する技術開発
の支援

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）
我が国製造業の
ダイナミック・ケイ
パビリティの強化

研究開発事業の実施
[測定指標]
技術開発の実施件数
【R5採択見込案件】 １件
【R4採択案件】 ３件
【R3採択案件】 ５件
※ 各案件について、研究開

発期間は、採択された年
度を１年目として３年間。
ゆえに、令和7年度に計
約９件の技術開発を完
了するものとする。

研究開発成果の実用化
[測定指標]
本事業での研究開発成果か
らの実用化件数
【R12目標】 ２件

産業部門における1tあたり
のCO2排出量削減
[測定指標]
t-CO2排出量削減コスト
【R12目標】 925円/t-CO2

我が国製造業の
生産ライン、工場
等の省エネ促進

担当課：製造産業局ものづくり政策審議室



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分

事業名：無人自動運転等のCASE対応に向けた実証・支援事業

予算
[R05要求] 7,400
[R04予算] 5,846
[R03予算] 5,722
[R02予算] –
[R01予算] –
[H30予算] –
（単位：百万円）

協力企業等

MaaSの社会実装加速
に向けた実証

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）
運輸部門の省エネ
ルギー化推進に貢
献

モビリティサービスの実証
数
[測定指標]
異業種と連携した新しいモ
ビリティサービス実証数
【R5見込】 8件
【R4見込】 10件

実証を踏まえたモビリティ
サービス事業環境整備
[測定指標]

事業法等運用の明確化・
柔軟化件数
【R7目標】 10件

シミュレーションによる安
全性評価・設計手法の
開発
[測定指標]

高速道・一般道における安
全性評価シナリオの策定数
【R5見込】 10件
【R4見込】 8件

国際標準化団体等で
の安全性評価ルール採
用
[測定指標]

国際ルールへの採用数
【R7目標】 2件

無人自動運転サービス
の実証数
[測定指標]
無人自動運転サービス実
証数
【R5見込】 10件
【R4見込】 10件

無人自動運転サービス
の実現
[測定指標]

無人自動運転サービスの
実現数
【R7目標】 40箇所

無人自動運転サービス
の実証・研究開発

シミュレーションによる安
全性評価・設計手法の
開発

担当課：製造産業局自動車課



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分
事業名：省エネエレクトロニクスの製造基盤強化に向けた技術開発事業

予算
[R05要求]3,300
[R04予算]2,580
[R03予算]2,050
[R02予算] –
[R01予算] –
[H30予算] –
（単位：百万円）

協力企業等
・NEDO

新世代パワー半導体の
開発

半導体製造装置の高
度化に向けた開発

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）

CO2排出量削減
[測定指標]
本事業で開発した技術
の普及によるCO2削減
量

【R17目標】
1,440万tCO2/年

飛躍的な省エネルギー
化の実現による、エネ
ルギー消費量の削減

[測定指標]
最終エネルギー消費量
（産業部門）

【R12目標】
170百万kL

開発技術の特許出願

[測定指標]
国内特許出願件数

【R5見込】 3件

開発技術の実用化
[測定指標]
本事業で開発した技術
の実用化率
（開発した技術が実用
化に至ったテーマ数／
採択テーマ数）

【R12目標】
30%以上（累計）

担当課：○○局○○課



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分
事業名：カーボンリサイクル実現を加速するバイオ由来生産技術の開発事業

予算
[R05要求] 3,100
[R04予算] 2,957
[R03予算] 2,300
[R02予算]

（補正）1,500
[R01予算] –
[H30予算] –
[H29予算] –
（単位：百万円）

協力企業等
NEDO

バイオ資源活用促進の
基盤技術開発

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）
カーボンリサイク
ル社会の実装と
バイオエコノミー
の両立

新規バイオ資源獲得数
[測定指標]
新規バイオ（酵素、微生物、
植物細胞等）資源候補の
取得数（累計）
【R5見込】 30件
【R4見込】 20件
【R3実績】 10件

バイオ由来製品を3件試
作し、実証フェーズに受渡
[測定指標]
本事業を通じたバイオ由来製
品の試作品数
【R12目標】 12件
【R6目標】 3件

化学合成品をバイオ由来
製品に置換しCO2排出
量削減可能な生産技術
の確立
[測定指標]
二酸化炭素排出量の削減量
1tあたりの投入予算額
【R12目標】
367万t-CO2/年

生産プロセスのバイオファ
ウンドリ基盤技術開発

産業用物質生産システ
ム実証

物質生産やスケールアップ
に資する培養情報蓄積
[測定指標]
バイオファウンドリー拠点の利用
率
【R12目標】 100％
【R6目標】 100％

基盤技術整備
[測定指標]
取得した発酵槽培養データ
数
【R5見込】 ７件
【R4見込】 ５件
【R3実績】 ３件

生産システム実証数
[測定指標]

実証研究の実施数
【R5見込】 20件
【R4見込】 15件
【R3実績】 14件

担当課：商務・サービスグループ生物化学産業課



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分

事業名：産業活動等の抜本的な脱炭素化に向けた水素社会モデル構築実証事業

予算
[R05要求] 6,579
[R04予算] 7,305
[R03予算] 7,305
[R03補正] –
[R02予算] –
[R01予算] –
（単位：百万円）

協力企業等
・NEDO
・自動車メーカ
・エネルギー関連
事業者

・機器・化学メーカ
・地方自治体等

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）

水素の製造、輸
送・貯蔵、産業
分野等における
大規模水素利活
用まで一気通貫
の水素サプライ
チェーンを構築

水素社会モデルの構築
実証
[測定指標]
実証事業採択件数
【R5見込】 15件

水素利活用の拡大
[測定指標]
水素導入量
【R11目標】 300万トン/年

発電、熱利用、運輸、
産業プロセス等で大規
模に水素を利活用する
ための技術実証の実施

担当課：資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部新エネルギー・システム課



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分

事業名：蓄電池等の分散型エネルギーリソースを活用した次世代技術構築実証事業

予算
[R05要求] 5,900
[R04予算] 4,615
[R03予算] 4,515
[R02予算] –
[R01予算] –
（単位：百万円）

協力企業等
・小売電気事業者
・アグリゲーション
事業者

・自動車メーカー
・分散型エネルギー
リソース機器
メーカー

・システム事業者
・一般送配電事業
者等

電動車の充電シフト実証
支援

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）

・再生可能エネル
ギーの更なる導入
促進
・分散型エネル
ギーリソースを活
用した効率的な電
力システムの構築

電動車の充電シフト
の実証
[測定指標]
実証事業採択件数
【R４見込】 5件

小売電気事業者・電動
車ユーザー双方にとって事
業性・経済性が確保でき
るスキームの構築
[測定指標]

対象ユーザー数
【R4目標】 5,000台

再エネ発電等のアグリ
ゲーション技術の実証
[測定指標]
実証事業採択件数
【R4見込】 5件

分散型エネルギーリソース
の導入拡大と制御技術
発展
[測定指標]

制御する分散型エネルギーリ
ソースの出力規模
【R4目標】 75MW

再エネ発電等のアグリゲー
ション技術の実証支援

担当課：資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部新エネルギー・システム課

DERを活用したフレキシビリ
ティ技術開発支援

DERを活用したフレキシ
ビリティ技術の開発

全国的なDERフレキシビリ
ティの取引の仕組みの構築
によるローカル系統や配電系
統における混雑の緩和



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分
事業名：住宅・建築物需給一体型等省エネルギー投資促進事業

予算
[R04要求] 7,200
[R03予算] 8,090
[R02予算] –
[R01予算] –
[H30予算] –
[H29予算] –
（単位：百万円）

協力企業等

新たなZEHモデルの
実証支援

外張り断熱材等を用
いた省エネリフォームの
実証支援

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）

次世代省エネ建材等
を用いた省エネリフォー
ムの実証を通じた優
良事例の蓄積
[測定指標]

省エネリフォーム支援件数
【R3見込】 210件

長期エネルギー需
給見通しに定める
家庭部門・業務部
門の省エネに貢献
する

[測定指標]
最終エネルギー消費
（民生家庭部門）
【R12目標】
3,000万kL

[測定指標]
最終エネルギー消費
（民生業務部門）

【R12目標】
5,000万kL

新たなZEHモデルの
実証を通じた優良事
例の蓄積
[測定指標]
ZEH実証事業数
【R4見込】 2,300件

新築戸建住宅の50％以上を
ZEH,新築集合住宅の16％以
上をZEH-Mとする
[測定指標]

新築戸建住宅、新築集合住宅にお
けるZEH,ZEH-M普及率
【R7目標】 ZEH50％,ZEH-M16%
【R5目標】 ZEH35%,ZEH-M6%

次世代省エネ建材等を用いた
省エネリフォーム件数の割合が
2.5%になることを目指す
[測定指標]

外張り断熱材等を用いた省エネリ
フォームの普及率
【R7目標】 2.5%
【R5目標】 1.4%

先進技術の組合せに
よるZEB化の実証支
援

先進技術の組合せに
よるZEB化の実証を
通じた優良事例の蓄
積
[測定指標]
ZEB実証事業数
【R4見込】 10件

新築建築物の15％以上をZEB
とする
[測定指標]

新築着工延床面積におけるZEB着
工面積
【R7目標】 15％
【R5目標】 8%

担当課：資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部省エネルギー課



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分

事業名：省エネルギー・需要構造転換支援事業費補助金（旧：先進的省エネル
ギー投資促進支援事業費補助金)

予算
[R05要求] 36,000
[R04予算] 25,323
[R03予算] 32,500
[R02予算] –
[R02補正] –
[R01予算] –
（単位：百万円）

協力企業等

以下4区分による省エネ設
備導入支援。
A：先進事業
B：オーダーメイド型事業
C：指定設備導入事業
D：エネマネ事業

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）

新規支援件数における中小企
業の採択割合
[測定指標]

新規支援件数における中小企
業の割合
【R5見込】 80%
（1072件×80％＝858件）

長期エネルギー需給見通し
における産業・業務部門の
最終エネルギー消費量の
削減に貢献する

[測定指標]
最終エネルギー消費量（産
業部門）
【R12目標】
1億4,000万kL

[測定指標]
最終エネルギー消費量（民
生業務部門）
【R12目標】
5,000万kL

事業全体における設備導入支
援件数

[測定指標]
新規支援件数
【R5見込】 1,072件

省エネ設備導入による産
業・業務部門の省エネ推
進
[測定指標]

地球温暖化対策計画に
おける関連対策の進捗
状況
【R12目標】 2,155万

kL

担当課：資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部省エネルギー課



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分

事業名：中小企業等に対するエネルギー利用最適化推進事業費補助金

予算
[R05要求] 900
[R04予算] 800
[R03予算] 823
[R02予算] –
[R01予算] –
[H30予算] –
（単位：百万円）

協力企業等

中小企業等のエネル
ギー最適化診断・情報
提供等の支援

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）

長期エネルギー需
給見通しにおける
産業・業務部門の
最終エネルギー消
費量の削減に貢献
する

[測定指標]
最終エネルギー消費量
（産業部門）
【R12目標】
1億4,000万kL

[測定指標]
最終エネルギー消費量
（民生業務部門）
【R12目標】
5,000万kL

中小企業等のエネル
ギー 最適化診断・情報
提供の実施
[測定指標]
エネルギー最適化診断件数
【R5見込】 640件

省エネ診断等の実施に
よる業務部門の省エネ
推進
[測定指標]

地球温暖化対策計画にお
ける関連対策の進捗状況
【R7目標】 137万kL

中小企業等の地域エネ
ルギー利用最適化取組
支援

地域プラットフォーム事
業者が実施する中小企
業等への支援者数
[測定指標]
プラットフォームの支援者数
【R5見込】 906件

担当課：資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部省エネルギー課



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分
事業名：水力発電の導入加速化事業

予算
[R05要求] 1,600
[R04予算] 2,002
[R03予算] 2,002
[R02予算] –
[R01予算] –
（単位：百万円）

協力企業等

水力発電事業の初期
調査等の支援

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）

水力発電の開発が
促進され、再生可
能エネルギー比率
の上昇に寄与

[測定指標]
2030年度におけるエ
ネルギー需給の見通し
（水力発電）
【R12目標】
5,070万kW

（980億kWh）
【R1実績】
5,000万kW

（819億kWh）

[測定指標]
電源構成に占める再
生可能エネルギー比率
【R12目標】
36～38％

【R1実績】
18.1％

水力発電事業の初期
調査等に関する補助金
交付
[測定指標]
開発調査及び地域共生支
援を行う補助件数
【R5見込】 55件

水力発電所の新規事
業化
[測定指標]

事業化の目途が立った発電
出力
【R7目標】 5万kW

※発電所の完成・着工・
工事決定等の条件を満た
すものを事業化の目途が
立ったと判断する。

既存の水力発電の有
効活用に関する補助金
交付
[測定指標]
既存設備有効活用支援を
行う補助件数
【R5見込】 18件

既存の水力発電の出
力向上
[測定指標]

出力向上の目途が立った発
電所における増発電量
【R7目標】 １億kWh

※発電所の完成・着工・
工事決定等の条件を満た
すものを増出力の目途が
立ったと判断する。

既存設備の発電出力
及び電力量の増加のた
めの余力調査、工事等
の支援

担当課：資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部新エネルギー課
電力・ガス事業部電力基盤整備課



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分
事業名：木質バイオマス燃料等の安定的・効率的な供給・利用システム構築支援事業

予算
[R05要求] 740
[R04予算] 1,350
[R03予算] 1,250
[R02予算] –
[R02補正] –
[R01予算] –
[H30予算] –
（単位：百万円）

協力企業等
・NEDO

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）

担当課：資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部新エネルギー課

早生樹、広葉樹等の新
たな燃料材となる樹種
の実証

カーボンニュートラ
ルな木質バイオマス
エネルギーの導入
拡大による温室効
果ガスＧＨＧ排出
抑制からの低炭素
社会実現

“エネルギーの森”実証
事業
[測定指標]
実証事業件数
【R5見込】 6件

木質バイオマス燃料材
候補となる樹種拡大
[測定指標]

燃料材の資源量増加
【R14目標】 11万t/年
【R6目標】 0.1万t/年

燃料材の品質規格策
定に係る委託事業
[測定指標]
委託事業件数
【R5見込】 0件
※R3・R4年度に実施した
１件について、R7年度に実
態調査・改善、R10年度に
実態調査・総括を行う。

燃料品質規格の策定
[測定指標]
適切な取引慣行による燃料
材の増加規格を推奨する関
連業界団体数）
【R14目標】 2業界団体
【R6目標】 １業界団体

安定的・効率的な製
造・輸送システム構築の
実証事業
[測定指標]
実証事業件数
【R5見込】 3件

木質バイオマス燃料の
製造・輸送システムの新
技術の開発
[測定指標]

燃料コスト低減
【R14目標】 30％低減
【R6目標】 6％低減

バイオマス燃料の安定
的・効率的な製造・輸
送等システムの実証

燃料材（チップ・ペレット
等）の品質規格化



16

経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分
事業名：災害時の強靱性向上に資する天然ガス利用設備導入支援事業費補助金

予算
[R05要求] 1,760
[R04予算]    671
[R03補正] 2,897
[R03予算]  915
[R02予算] –
[R01予算] –
[H30予算] –
（単位：百万円）

協力企業等
・民間団体等
（学校、病院、

商業施設等）

災害時にも対応可能な
停電対応型の天然ガス
利用設備の導入及び
機能維持・強化を行う
事業者への補助を実施

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）

大規模災害時の
強靱性を向上させ
るとともに、平常時
の環境負荷低減
（天然ガスシフト
促進による省エ
ネ）を実現

天然ガス利用設備の導
入等を行う事業者への
補助事業
[測定指標]
事業採択件数
【R5見込】 79件

災害時対応可能天然ガ
ス利用設備導入拡大
[測定指標]

天然ガス利用設備数
[R7目標] 780箇所
[R5目標] 447箇所
災害時の電気供給可能
量拡大
[測定指標]
災害時の電気供給可能量
[R7目標] 60,980kW
[R5目標] 32,770kW
天然ガス利用設備による
CO2排出削減
[測定指標]
CO2排出削減量
[R7目標] 22,805t
[R5目標] 12,224t天然ガスステーション事

業者への補助事業
[測定指標]
事業採択件数
【R5見込】 17件

天然ガスステーション整備
[測定指標]

天然ガスステーション数
[R7目標] 104箇所
[R5目標] 64箇所

天然ガスステーションの
導入及び機能維持・強
化を行う事業者への補
助を実施

担当課：資源エネルギー庁電力・ガス事業部ガス市場整備室



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分
事業名：先端計算科学等を活用した新規機能性材料合成・製造プロセス開発事業

予算
[R5要求] 2,400
[R4予算] 2,200
（単位：百万円）

期間５年
公募

協力企業等
・富士フイルム
・シオノギファーマ
・日東電工
・三井化学
・TSテクノロジー
・村田製作所
・京セラ
・日本特殊陶業
・日本ガイシ
・産業技術総合
研究所

・ファインセラミックス
センター

機能性化学品の連続精
密生産プロセス開発
①高効率反応技術開発
②連続分離精製技術開発
③合成プロセス設計技術開発
[補助率] 委託

ファインセラミックスの革新
製造プロセス開発
①メカニズム解析技術開発
②製造プロセスシミュレータ開発
③次世代製造プロセス技術開発
④高信頼性解析技術開発
[補助率] 委託

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）
様々な機能性化学品の生
産に対応可能なオンデマンド
型連続生産プロセスの構築
[測定指標]
150時間以上連続運転可
能な不均一系触媒を用いた、
収率90％以上となる反応
の開発数
[R4見込]
1種

要素プロセスシミュレーション
技術確立による統一的プロ
セスシミュレータの開発

[測定指標]
開発する要素プロセスシュミ
レーション技術の数

[R4見込]
1種

新たな市場創出効果
[測定指標]

新たに獲得できる市場規模
[R17見込]
機能性化学品
約3200億円

ファインセラミックス
約1兆円

新規機能性材料合成・製
造プロセスの普及
[測定指標]
現在の市場において、従来
プロセスで製造した機能性
材料を新プロセスに置き換
えた割合
[R17見込]
機能性化学品 20％
ファインセラミックス 30％

CO2排出量削減
[測定指標]

新規製造プロセス導入によ
る削減量
[R17見込]
機能性化学品
482万トン-CO2/年

ファインセラミックス
247万トン-CO2/年

担当課：製造産業局素材産業課



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分
事業名：次世代空モビリティの社会実装に向けた実現プロジェクト

予算
[R05要求]3,500
[R04予算]2,930
[R03予算] –
[R02予算] –
[R02補正] –
[R01予算] –
[H30予算] –
（単位：百万円）

協力企業等
・NEDO

性能評価基準の開発
・機体性能を適切に評価し、
安全性を証明する手法を
開発
・１人の運航者により複数
のドローンを飛行させるため
の技術開発

国際標準化
・運航管理技術等の国際
標準化

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）
ドローン・空飛ぶクルマによ
る省エネルギー化及び、人
手を介さないヒト・モノの自
由な移動の実現

[測定指標]
1tあたりのCO2削減コ
スト
【R17目標】2,430円/t

安全性評価手法の開発
[測定指標]

安全性手法の開発数

【R5見込】 ０件
（R6年度目標として3件）

ドローンの日常社会への浸
透

[測定指標]
ドローンの飛行計画通報数
/日

【R17目標】4,000件

空飛ぶクルマの旅客輸送
サービスの実現

[測定指標]
空飛ぶクルマの旅客輸送の
飛行便数/日

【R17目標】2,500便

担当課：製造産業局次世代空モビリティ政策室

運航管理技術の開発
・航空機、ドローン、空飛
ぶクルマが同じ空域を安
全に飛行するための技術
開発・実証等

ドローン・空飛ぶクルマ等の
社会実装に向けた飛行実
証

[測定指標]
ドローン・空飛ぶクルマ等の
飛行実証回数/年

【R5見込】 6件



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分
事業名：産業DXのためのデジタルインフラ整備事業

予算
[R05要求] 3,200
[R04予算] 2,200
[R03予算] －
[R02予算] –
[R01予算] –
（単位：百万円）

協力企業等
・IPA
・NEDO

業界内、あるいは業界
を横断した形で水平的
にシステム連携が可能と
なるようなアーキテクチャ
及びそれに基づいた標
準 を 整 備 し 、 標 準 に
則ったシステムを構築す
ることで、より広範囲から
多様なデータを取集す
ることを可能とする領域
の探索及び具体化

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）
リアルタイムでの少量
多頻度な取引の実現
やモノの時間的・空間
的制御の最適化、デジ
タル技術を活用した次
世代の建物空間の創
出等により、我が国産
業の競争力を向上

[測定指標]
ビッグデータ、ＡＩを活用し
ている企業比率

選定した領域のアーキテ
クチャの検証
[測定指標]
アーキテクチャの検証に着手
した領域の数
【R5見込】 5件

アーキテクチャの実装上
新たに必要となる規格
の開発等
[測定指標]
令和６年度までに、アーキ
テクチャを制度化又は標準
化した領域の数
【R６目標】3件

担当課：商務情報政策局情報経済課



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分
事業名：需要家主導による太陽光発電導入促進補助金

予算

[R05要求]16,500
[R04予算]12,500
[R03補正]13,500
（単位：百万円）

非FIT/FIP等による需
要家主導の太陽光発
電の導入支援

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）
2050年カーボ
ンニュートラル達
成に貢献

需要家と連携した非
FIT等による太陽光発
電の導入量
[測定指標]
太陽光発電導入量

【R5見込】100MW

2030年の長期エネル
ギー需給見通しの実現
に寄与
[測定指標]

長期エネルギー需給見通し(
太陽光発電導入量)

【R12目標】
103.5～117.6GW

2030年CO2削減コス
トの低減

[測定指標]
太陽電池の発電コスト目標

【R8目標】
7円/kWh
18,900円/t-CO2
※CO2排出係数:2030年電力
業界目標0.37kg-CO2/kWh

担当課：資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部新エネルギー課



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分
事業名：地域における新たな燃料供給体制構築支援事業費

予算
[R05要求] 610
[R04予算] 640
[R03予算] –
[R02予算] –
[R01予算] –
（単位：百万円）

協力企業等

先進的SS事業モデル
構築等支援

SS人材高度化支援

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）

SSの経営力向上に向
けた人材育成研修の
実施
[測定指標]

研修実施テーマ数
【R4見込】 3件
※R4をもって廃止

2050年カーボン
ニュートラルに向け
石油製品の需要が
減少していく中での
持続的な燃料の安
定供給体制の維
持・確保による地
域コミュニティの維
持

先進的なビジネスモデ
ル等の創出
[測定指標]

ビジネスモデル等創出件数
【R5見込】 4件
【R4見込】 4件 SSのカーボンニュートラル社会に向け

た事業再構築、自治体主導の燃料
供給体制の確保、人口減少下にお
ける必要な人材確保等による、ガソ
リン需要減少下における燃料の安
定供給体制の構築
[測定指標]

ガソリン需要減少率／SS減少率
【R8目標】 100％
【R6目標】 100％

自治体によるSS承継
等に向けた取組の支
援

自治体による燃料供
給に関する計画策定
[測定指標]

計画策定件数
【R5見込】 10件
【R4見込】 10件

担当課：資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分
事業名：ものづくり等高度連携・事業再構築促進事業

予算
[R05要求]1,059
[R04予算]1,019
[R03予算] –
[R02予算] –
[R02補正] –
[R01予算] –
[H30予算] –
（単位：百万円）

協力企業等
ー

先端技術を活用した革
新的な製品・サービス開
発を支援

新分野展開や業態転
換等の事業再構築を
支援

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）

新分野展開や業態転
換等の事業再構築を
通じた優良事例の蓄積

[測定指標]
補助事業の採択件数
【R5見込】 20件
【R4見込】 24件

中小企業全体の生産性向
上及び事業再構築への貢
献

[測定指標]
中小企業の従業員一人当
たりの付加価値額を今後５
年間（2025年まで）で
５％向上させる。
（令和3年度成長戦略フォ
ローアップにおけるKPI）

先端技術を活用した革
新的な製品・サービス開
発を通じた優良事例の
蓄積

[測定指標]
補助事業の採択件数
【R5見込】 24件
【R4見込】 27件

補助事業者全体の付
加価値額向上

[測定指標]
補助事業者全体の労働生
産性
【R11目標】年率平均3％
以上の向上

[測定指標]
補助事業者全体の付加価
値額
【R11目標】年率平均3％
以上の向上

担当課：中小企業庁 経営支援部 技術・経営革新課



２．令和５年度予算要求金額新規１０億円以上の事業



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分
事業名：チップレット設計基盤構築に向けた技術開発事業

予算
[R05要求]2,500
[R04予算] –
[R03予算] –
[R02予算] –
[R02補正] –
[R01予算] –
[H30予算] –
（単位：百万円）

協力企業等
・NEDO

チップレット型SoCの基
盤設計技術開発

AI半導体チップなどの技
術開発

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）
中小・ベンチャー企業等
のＡＩ半導体設計ビ
ジネスへの参入促進に
よるイノベーション創出

チップレット実現のための
共通基盤技術やＡＩ
半導体チップレットの開
発件数

[測定指標]
採択件数
【R4見込】 ０件

採択された民間企業の
開発した技術の実用化
率

[測定指標]
実用化率
【R14目標】
30%以上（累計）

担当課：商務情報政策局情報産業課



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分
事業名：国際ルール形成・市場創造型標準化推進事業

予算
[R05要求] 2,500
[R04予算] ｰ
[R03予算] –
[R02予算] –
[R02補正] –
[R01予算] –
[H30予算] –
（単位：百万円）

協力企業等

国際標準原案の開発
① 関 連 技 術 情 報 ・ 試 験
データの収集
②国際標準原案の開発・
提案（異業種等連携によ
る開発・提案含む）
③試験・認証基盤の構築
等

国内外ルール形成等に
資する体制の構築及び
標準化人材の育成
①国内外標準化動向調査
②国際標準化機関等対策
活動
③標準化人材（標準化戦
略、規格開発・交渉、活用
普及人材）の育成
④標準化に資する啓発・情
報提供
等

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）

国際標準化機関への
参画
[測定指標]

国際標準化機関の国際会
議に派遣したエキスパート数
【R5見込】 200人

国際標準機関における
プレゼンスの獲得・維持
[測定指標]
幹事国引受数の順位
【R14目標】 5位以内
【R9目標】 5位以内 我が国の産業競争力

強化・社会基盤整備

国際標準の提案
[測定指標]

国際標準素案提案件数
【R5見込】 0件
（R7年度目標として40
件）

国際標準の実現
[測定指標]
国際規格制定数
【R17目標】 400件
【R9目標】 120件

担当課：産業技術環境局 基準認証政策課

国内の標準化人材の育成
[測定指標]

本事業における標準化人
材育成数
【R5見込】 100人

育成した標準化人材の輩
出
[測定指標]

技術委員会、分科会及び
ワーキンググループの議長に
おける標準化人材育成事
業受講者数の割合
【R14目標】 50％
【R9目標】 30％

・重要かつ先端の技術、
製品、サービス等の社
会実装の加速化
・国際競争を勝ち抜く
ルール形成力の醸成
[測定指標]
・国際ルールにおける引用
・開発した国際標準の活用
により我が国産業・社会に
与えた影響・効果



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分
事業名：データセンター地方拠点整備事業

予算
[R05要求] 2,000
[R04予算] ー
[R03補正] 7,095
（単位：百万円）

協力企業等
・民間データセン
ター事業者

地方におけるデータセン
ターの新規拠点の整備
に必要な電力・通信イ
ンフラの整備

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）
全国各地における10
数カ所の大規模データ
センター拠点の整備

地方における2～3件程
度のデータセンター拠点
の新規創出

[測定指標]
補助金交付件数
【R4見込】 2～3件程度

地方における大規模
データセンター拠点の整
備

[測定指標]
整備拠点数
【R7目標】 5～7拠点

担当課：商務情報政策局情報産業課



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分
事業名：再生可能エネルギーの大量導入に向けた次世代型ネットワーク構築加速化事業

予算
[R05要求]3,000
[R04予算] –
[R03予算] –
[R02予算] –
[R02補正] –
[R01予算] –
（単位：百万円）

協力企業等
・民間企業
・大学
・研究機関等

直流送電システムの海
底ケーブルの陸上への
揚陸部分等について、
海の深さや海底面の地
質構造を把握するため
の調査を実施

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）
世界的に類例の乏しい
大規模な直流送電シ
ステムについて、計画
的・効率的に整備する
ための技術開発や調査
等を行うことで、国内事
業の円滑な整備を実
現し、国内の再エネ比
率の引き上げを実現す
るとともに、海外の整備
事業への進出に貢献

調査を実施する海域の
数
[測定指標]

調査件数（海域数）
【R5見込】 3件

本調査結果・開発技術
を用いて整備される再エ
ネ適地からの直流送電
システムの導入

[測定指標]
導入された直流送電システ
ムの送電容量
【R12目標】200万kW

担当課：省エネルギー・新エネルギー部制度審議室

直流送電システムの整
備に向けて、先行して
必要となるケーブルの敷
設・防護技術の開発を
実施

敷設・防護について、開
発・改良する技術件数
[測定指標]

技術件数
【R5見込】 3件



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分

事業名：系統用蓄電池等の導入及び配電網合理化等を通じた再エネ導入加速化事業

予算
[R05要求]10,000
（単位：百万円）

協力企業等
・小売電気事業者
・アグリゲーション
事業者

・分散型エネルギー
リソース機器
メーカー

・システム事業者
・一般送配電事業
者等

系統用蓄電池等の導入
支援

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）

再エネ導入拡
大への寄与に
よる再エネ電
源構成比36
～38％達成
への貢献

系統用蓄電池等の
導入費用補助
[測定指標]
本事業で導入したリソー
スの出力規模（kW）
【R5見込】110,000kW
程度

配電網の利活用・合
理化を検討する事業
者の実証等にかかる
費用を補助
[測定指標]
実証等採択件数
【R5見込】 8件程度

配電事業等の計画策定・
実証支援

担当課：資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部新エネルギー・システム課

地域共生型再生可能エネ
ルギー顕彰事業

地域再エネを活用した
優良事例の顕彰・広報

[測定指標]
本事業での顕彰件数
【R5見込】 ５件以上

2030年に、エネルギー基本計画
に定められた再エネの電源構成
比率36～38%を達成
[測定指標]
電源構成に占める再生可能エネ
ルギー発電設備の容量割合

検討・実証フェイズから配電事業
等の事業化を目指す。
[測定指標]
配電ライセンス取得等、事業化に
つながった件数
【R7見込】 ３件
【R6見込】 １件

地域共生型再生可能エネルギー
顕彰事業の認知度向上
[測定指標]
顕彰事業ホームページの閲覧者
数
【R7見込】 13,000pv
【R6見込】 10,000pv



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分
事業名：競争的な水素サプライチェーン構築に向けた技術開発事業

予算
[R05要求]8,870
[R04予算] –
[R03予算] –
[R02予算] –
[R02補正] –
[R01予算] –
[H30予算] –
（単位：百万円）

協力企業等
・NEDO

水素関連技術の高度
化等につながる研究開
発等

規制適正化・国際標準
化のために必要な研究
開発等

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）

規制適正化・国際標準
化のために必要となる研
究データを取得
[測定指標]

同分野の研究開発のテーマ
数
【R5見込】 12件

水素ステーションのコス
ト低減を実現するととも
に、燃料電池自動車の
早期の普及を促進し、
水素ステーション事業
の自立化を目指す

国際水素サプライチェー
ンの構築に向けた研究
開発の実施
[測定指標]
同分野の研究開発のテーマ
数
【R5見込】 7件

グリーンイノベーション基
金事業（大規模水素サプラ
イチェーンの構築）の更なる
高度化・多様化

担当課：省エネルギー・新エネルギー部新エネルギーシステム課

国内水素サプライチェー
ン、水素ステーションに
関する研究開発の実施
[測定指標]
同分野の研究開発のテーマ
数
【R5見込】 5件

水素供給コストを低減
させるための技術及び
水素発電技術（混
焼）の更なる高度化
等を促進し、国際水素
サプライチェーンの商用
化を目指す
[測定指標]
水素供給コスト（国内輸送に
係るコストを除く）
【R12目標】30円/Nm3以下

規制改革実施計画等
に基づいた規制見直し
[測定指標]
規制改革実施計画に掲げ
られた規制見直し項目の措
置数
【R9目標】84件

水素ステーションのコスト
低減
[測定指標]
水素ステーション整備費
【R7目標】2.0億円



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分
事業名：洋上風力発電の導入促進に向けた採算性分析のための基礎調査事業

予算
[R05要求]4,500
[R04予算] –
[R03予算] –
[R02予算] –
[R01予算] –
（単位：百万円）

協力企業等
・JOGMEC

洋上風力発電事業の
採算性分析に必要な
情報を得るための基礎
調査を実施

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）
2050年カーボンニュー
トラル達成に貢献

・発電事業の実施が見
込まれる海域における
現地調査の実施
[測定指標]

調査実施区域数
【R5見込】 ３区域

調査結果データを基に、
事業者が発電事業計
画を策定することで、洋
上風力発電の案件を
形成
[測定指標]
一般海域における累計発
電出力規模
【R22目標】4,500万kW
【R12目標】1,000万kW

担当課：資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部新エネルギー課



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分
事業名：海外における地熱の探査事業に対する出資事業

予算
[R05要求]1,000
（単位：百万円）

協力企業等
・電力会社
・地熱開発事業者

大規模地熱開発等に
不可欠な技術やノウハ
ウの獲得が見込まれる
海外の地熱探査事業
に参画する事業者へ出
資を行う。

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）
技術・ノウハウの獲得に
伴う国内の地熱開発
の加速化

海外地熱探査事業で
獲得した技術・ノウハを
活用した地熱発電所の
運転

[測定指標]
海外地熱探査事業で獲得
した技術・ノウハを活用した
地熱発電所の運転数

【R9目標】 １件

担当課：資源・燃料部政策課

海外地熱探査事業に
参画する事業者への出
資

[測定指標]
出資件数

【R5見込】 2件



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分
事業名：先進的CCS支援事業

予算
[R05要求]4,500
（単位：百万円）

協力企業等
・JOGMEC
・民間企業

2030年までのCCS事
業開始に向けた事業環
境整備を目標に、先進
的なCCS事業を行う事
業者に対して、分離・回
収、輸送・貯留という
CCSバリューチェーン全
体の建設段階及び操
業段階を全面的に支
援

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）
・先進的なCCS事業の
操業によって日本にお
けるCCS事業のモデル
が確立し、毎年、年間
総貯留量1200万トン
規模のCCS事業が立
ち上がることで、2050
年時点で年間2.4億ト
ンのCO２貯留が可能
となる（2050年カー
ボンニュートラルの実現
のために必要な年間貯
留量の目安は1.2～
2.4億トン）。

民間企業が実施する先
進的なCCS事業の選
定

[測定指標]
先進的なCCS事業選定件
数

【R6見込】 ５件

民間企業が実施する先
進的なCCS事業の操
業開始

[測定指標]
先進的なCCS事業の操業
開始件数

【R12目標】１件

担当課：資源・燃料部 石油・天然ガス課



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分
事業名：揚水発電の運用高度化及び導入支援補助金

予算
[R05要求]1,700
[R04予算] –
[R03予算] –
[R02予算] –
[R02補正] –
[R01予算] –
（単位：百万円）

協力企業等
・民間企業等

揚水発電の維持及び
機能強化に向けて、運
用高度化に必要となる
設備投資等や新規開
発の可能性を検討する
調査の実施

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）
揚水発電の蓄電及び
発電能力の活用による
電力の安定供給への
貢献

事業実施件数
[測定指標]

事業実施件数
【R5見込】 16件

揚水発電の設備容量
の確保
[測定指標]
全国の揚水発電の設備容
量
【R12目標】 2,747万kW
【R8目標】2,747万kW

担当課：電力・ガス事業部電力基盤整備課



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分
事業名：量子・AIハイブリッド技術のサイバ－・フィジカル開発事業

予算
[R05要求]1,500
[R04予算] –
[R03予算] –
[R02予算] –
[R01予算] –
（単位：百万円）

協力企業等

① 製 造 ・ 素 材 開
発・交通・物流など
の重点分野におけ
る生産性向上や省
エネルギー化に資す
る 量 子 ・ AI ア プ リ
ケーションの開発、
実証

②量子・AIの最適
化等に向けた標準
ライブラリの開発

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）

量子・AIの最適
化等に向けた標
準ライブラリの開
発

[測定指標]
量子AI最適化に
向けた標準ライブラ
リの開発実施件数

【R5見込】 1件

令和９年度までに、標準ライブラリ
の内数として①の重点分野におい
ても有効性を確認できたアルゴリズ
ムを４件以上開発する
[測定指標]

標準ライブラリとして①の重点分野におい
ても有効性を確認できたアルゴリズムの
開発件数

【R9目標】 ４件

本事業で開発した技術
の導入促進等により、
既存のビジネスモデルや
運用フローが効率化、
省エネルギー化、時短
することで、製造・素材
開発・交通・物流など
の重点分野でのCO2
削減に貢献する

[測定指標]
製造・素材開発・交通・
物流などの重点分野で
算出されたCO2削減量

【R17目標】
約1,845万t/年

量子・AIアプリ
ケーションの開発
[測定指標]
開 発 を 進 め た 量
子・AIアプリケーショ
ンの開発実施件数

【R5見込】 8件

令和９年度までに、本研究での開
発成果を活用した量子・AIアプリ
ケーションのうち、現場実証によって
有効性を確認できた実用化開発
支援事例数を４件以上とする
[測定指標]
現場実証によって省エネルギー化等の有
効性を確認できた量子・AIアプリケーショ
ンの実用化開発支援事例数
【R9目標】４件

担当課：産業技術環境局 研究開発課 産業技術プロジェクト推進室



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分
事業名：次世代型全固体蓄電池材料の評価・基盤技術の開発事業

予算
[R05要求] 2,000
[R04予算] –
[R03予算] –
[R02予算] –
[R02補正] –
[R01予算] –
[H30予算] –
（単位：百万円）

協力企業等
・NEDO

※以降は先行事業
での協力企業※
・技術研究組合ﾘﾁｳﾑ
ｲｵﾝ電池材料評価研究
ｾﾝﾀｰ【LIBTEC】(自動
車・二輪ﾒｰｶｰ、電池ﾒｰ
ｶｰ、材料ﾒｰｶｰ各社ほか
計26機関が参画)
・大学・国研ほか研究機
関（計17機関）

材料評価基盤技術開発
標準電池モデルを始めとする
次世代材料の評価基盤技術
の確立（機構解明のための評
価解析用電池モデルの提
供）。

全固体LIB(リチウムイオン
電池)特有の現象・機構解
明
サイエンスに基づく粒子接触・
界面、劣化等、固固界面を始
めとする全固体LIB特有の機
構解明と、知見に基づく電極・
セル要素技術開発への指針
提示、およびそのための高度分
析・解析技術の構築。

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）

全固体LIB特有の固固界
面課題を解決する要素技術
の完成

新規に開発された電極・セル要
素技術や次世代材料を用い、
全固体LIB特有の固固界面課
題を解決することで、全固体
LIBの性能を飛躍的に向上さ
せる。

[測定指標]
本事業で開発した技術を搭載
した試験電池の性能
【R9見込】
耐久性:EV30万km走行を想
定した充放電試験後の容量維
持率70％以上
（セル容量密度:450Wh/Lを
前提）

次世代材料のための標準電
池モデルの確立

[測定指標]
標準電池モデルの件数
【R9見込】2件

担当課：製造産業局素材産業課

電極・セル要素技術開発
次世代材料提案ならびに材
料性能を引き出し全固体LIB
特有の固固界面課題の解決
に向けた電極・セル化技術(標
準電池モデル作成技術)、およ
び開発技術の検証。標準化を
想定した試験評価データの蓄
積と試験条件案の検討。

材料評価基盤技術による
新材料を用いた全固体LIB
試作・評価

材料メーカー及び大学・研究機
関から、新材料サンプルを受け
入れて電池試作・評価を行い、
新材料の全固体LIB材料とし
ての性能を評価し、開発への提
言を行うことで、材料メーカーな
どを支援する。
さらに、得られた知見によって本
事業にかかる研究・技術開発も
加速させる。

[測定指標]
蓄電池材料サンプルを用いた全
固体LIB試作・評価件数
【R9見込】5年で300件
【R5見込】30件

全固体電池パックを搭載
したEV・PHEVの普及
(2040年)

[測定指標]
EV・PHEV用の全固体電池
パックの売上
【R22見込】
約2.1兆円／年

[測定指標]
国内CO2削減量
【R22見込】
約1,400万トン／年



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分

事業名：エネルギー需給構造高度化基準認証推進事業（旧：省エネルギー等に関
する国際標準の獲得・普及促進事業）

予算
[R05要求] 2,600
[R04予算] ｰ
[R03予算] –
[R02予算] –
[R02補正] –
[R01予算] –
[H30予算] –
（単位：百万円）

協力企業等

国際標準原案の開発
① 関 連 技 術 情 報 ・ 試 験
データの収集
②国際標準原案の開発・
提案（異業種等連携によ
る開発・提案含む）
③試験・認証基盤の構築
等

標準を含む国内外ルー
ル形成・整備、市場創
造に資する体制の構築
①国内外のエネルギー関係
製品・技術・サービス等の標
準化動向調査
②国際標準化機関等対策
活動
③標準化の戦略的活用に
係る啓発・情報提供
等

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）

国際標準化機関への
参画

[測定指標]
国際標準化機関の国際会
議に派遣したエキスパートの
人数

【R5見込】 100人

国際標準機関における
プレゼンスの獲得・維持

[測定指標]
幹事国引受数の順位

【R14目標】 5位以内
【R9目標】 5位以内

・エネルギー分野におけ
る我が国の産業競争
力強化
・エネルギー需給の高
度化による多様なエネ
ルギーの利活用を可能
とするエネルギー安全
保障の確保、及びエネ
ルギー使用効率の向上

国際標準の提案

[測定指標]
国際標準素案提案件数

【R5見込】 0件
（R7年度目標として20
件）

国際標準の実現

[測定指標]
国際規格制定数

【R17目標】 200件
【R9目標】 100件

担当課：産業技術環境局 基準認証政策課

・エネルギー分野におけ
る技術、製品、サービス
等の社会実装の加速
化
・国際競争を勝ち抜く
ルール形成力の醸成

[測定指標]
・国際ルールにおける引用
・開発した国際標準の活用
により我が国産業・社会に与
えた影響・効果



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分
事業名：グリーントランスフォーメーション運営事業

予算
[R05要求]2,000
[R04予算] –
[R03予算] –
[R03補正]1,000
[R02予算] –
[R01予算] –
（単位：百万円）

協力企業等
–

GXリーグ参画企業の主導
によるルールメイキングを行う
各種ＷＧ等の活動及び削
減目標達成に向けたカーボ
ン・クレジット市場を通じた排
出量取引の枠組みの構築・
運用

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）
脱炭素にいち早く移行
する挑戦を行い、国際
ビジネスで勝てる企業群
が、経済社会システム
全体の変革を牽引し、
排出削減と成長を両立
する社会を実現する

GXリーグ参画企業数の
拡大
[測定指標]

GXリーグ参画企業数
【R5見込】 440社

2030年度における我が
国のNDCの達成（温
室効果ガス排出量を
2013年度比で46％
削減）
[測定指標]
排出量削減率
（2013年度比）
【R12目標】46%

担当課：産業技術環境局環境経済室



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分

事業名：資源自律経済システム開発促進事業

予算
[R5要求] 1,570
[R4予算] 312

（アルミ）
[R3予算] 300

（アルミ）
（単位：百万円）

期間５年
公募

協力企業等
・産業技術総合
研究所

・パナソニック
・三菱電機
・大栄環境
・ハリタ金属
・三井金属
・リーテム
・エマルションフロー
テクノロジー
・UACJ
・大紀アルミニウム
・トヨタ自動車
・本田技研工業

高度循環型システム基盤構
築
①自動解体ロボット・選別シス
テム開発
②選別物性分析・循環性情
報及び資源循環設計開発

③オンサイト選別制御・回収最
適化開発

④遠隔操業最適化・動静脈
ネットワーク開発

[補助率] 委託

サプライチェーン強靱化に資
する未利用レアアース分離精
製技術開発
・高効率レアアース分離技術開
発

[補助率] 委託

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）

低コストでレアアースの回収プロ
セスの国産化が可能となる技
術を開発する。

[測定指標]
開発件数

[R5見込]
１件

担当課：産技局資源循環経済課、商情局情産課、製造局金属課、エネ庁鉱物資源課

アルミニウム素材高度資源
循環システム構築
①不純物の軽減
②不純物の無害化
[補助率] 1/2補助

アルミスクラップを、自動車の車
体等にも使用可能な素材
（展伸材）へとアップグレード
する基盤技術開発を実施する。

[測定指標]
開発件数

[R5見込]
２件

廃家電に含まれる金属からプラ
スチックに至る素材について、資
源循環性を最大化する基盤
技術開発を実施する。

[測定指標]
開発件数

[R5見込]
８件

重希土回収プロセスについて、国内で
も回収可能なプロセスを確立する。

[測定指標]
重希土回収プロセスの国産化率

[R22見込]
30%

[R17見込]
15%

ロボット等による自動解体、破砕、選
別が可能となる製品の範囲を拡大す
る。
[測定指標]
対象の廃製品範囲（（小型家電リ
サイクル法等における対象品目））

[R17見込]
廃製品品目の６割

[R12見込]
廃製品品目の３割

国内においてリサイクル由来の展伸材
を量産化する。

[測定指標]
リサイクル由来の展伸材生産量

[R22見込]
130万トン

・CO2排出量削減
[測定指標]

リサイクル技術の普及による削
減量（資源採掘、プロセス効
率化、製品軽量化による）

[成果見込]
・高度循環型システム基盤構
築
226万トン-CO2/年(R17)
・サプライチェーン強靱化に資す
る未利用レアアース分離精製
技術開発
875トン-CO2/年(R22)
・アルミニウム素材高度資源循
環システム構築
968万トン-CO2/年(R22)

・新たな市場創出効果
[測定指標]

新たに獲得できる市場規模
[R17見込]
・高度循環型システム基盤構
築
約9000億円



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分
事業名：省エネAI半導体及びシステムに関する技術開発事業

予算
[R05要求] 8,000
[R04予算] –
[R03予算] –
[R02予算] –
[R02補正] –
[R01予算] –
[H30予算] –
（単位：百万円）

協力企業等
・NEDO

革新的AI半導体・シス
テムの開発

ヘテロジニアスコンピュー
ティング技術の開発

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）

ヘテロジニアスコンピュー
ティング技術に関する開
発件数

[測定指標]
開発件数
【R5見込】 5件（累計）
【R4見込】 5件

事業開始時と比較した情
報処理の消費電力の性能
比
[測定指標]

性能比率（性能/電力の改
善率）

【R6目標】10倍

飛躍的な省エネルギー
化の実現による、エネ
ルギー消費量の削減

[測定指標]
最終エネルギー消費量
（産業部門）

【R12目標】
140百万kL

AI半導体及びシステム
に関する技術の開発件
数

[測定指標]
開発件数
【R5見込】 6件
【R4見込】 0件

事業開始時と比較した情
報処理の消費電力の性能
比
[測定指標]

性能比率（性能/電力の改
善率）

【R9目標】5倍

担当課：商務情報政策局情報産業課

開発した技術の実用化率
[測定指標]

実用化率（実用化件数/採
択テーマ数）

【R14目標】30%以上

CO2排出量削減
[測定指標]
本事業で開発した技術の
普及によるCO2削減量
【R14目標】
1,373万tCO2/年



３．令和４年度経済産業省
行政事業レビュー（公開プロセス）対象事業



経済・社会等の変化（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

大規模賃金引上枠を通じて、
賃上げと従業員増員を達成する
事業者割合が75％を超えること
[測定指標]
事業場内最低賃金を年額45
円以上の水準で引き上げるとと
もに従業員数を年率平均1.5％
以上(初年度は1.0％以上)増
員させる事業者割合【Ｒ12目
標】75％

直接コントロールできる部分

予算
[R04予備費]
100,014
[R03補正]
612,300
[R02補正(3次)]
1,148,527
（単位：百万円）

協力企業等

-基金設置法人
（独）中小企業
基盤整備機構

-事務局
（株）パソナ

【通常枠】
コロナの影響により売上が10％減少
している中小企業等の事業再構築
を支援

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）
中小企業等がコロナの影
響を乗り越え、ポストコロ
ナ・ウィズコロナ時代の経済
社会の変化に対応すること
で、日本経済の構造転換
に貢献する。
[測定指標]
・中小企業の従業員一人
当たりの付加価値額を今後
5年間（2025年まで）で
５％向上させる。

・中小企業から中堅企業に
成長する企業が年400社
以上となることを目指す。
（令和3年度成長戦略フォ
ローアップにおけるKPI）

実現可能性の高い計画に基づく各
事業類型に沿った事業再構築の取
組の積み上げと優良事例の蓄積

[測定指標]
補助事業の申請件数（全枠計）
【R3実績】 104,046件
【R4見込】 62,641件
補助事業の採択件数（全枠計）
【R3実績】 35,183件
【R4見込】 37,545件

事業終了後3～5年(※1)で、
付加価値額(※2)の年率平均
3.0％(グリーン成長枠は5.0％)
以上増加を達成する事業者割
合が70％を超えること。
［測定指標］
事業終了後3～5年(※1)で、
付加価値額(※2)の年率平均
3.0％(一部5.0％)以上増加を
達成する事業者割合
【中間目標】50％(令和5年度)
【Ｒ12目標】70％

担当課：中小企業庁 経営支援部 技術・経営革新課

【最低賃金枠】
最低賃金引上げの影響を受け、その
原資の確保が困難な特に業況の厳
しい事業者には、補助率を引き上げ
手厚く支援

【グリーン成長枠】
研究開発・技術開発又は人材育成
を行いながらグリーン分野に進出する
事業者には、最大1.5億円まで支援

(※1) 中小企業等及び中堅企業等の補助事業実施期間終了後3～5年。補助金申請時に提出する事業計画において、3年で達成する計画の場合は3年、4年の場合は4年、5年の場合は5年で計測する。
(※2) 付加価値額…付加価値額又は従業員一人当たり付加価値額

【①回復・再生応援枠・②緊急対策
枠】引き続き業況が厳しい事業者や
原油価格・物価高騰等の影響を受
ける事業者等には、補助率を引き上
げ手厚く支援

【緊急事態宣言特別枠】
令和3年の緊急事態宣言の影響を
受ける事業者には、補助率を引き上
げ、手厚く支援

【①卒業枠・②グローバルＶ字枠】
本事業を通じて、中小企業等から中
堅・大企業等に成長、またはコロナで
大きく減少した売上をＶ字回復させ
る中堅企業等には最大１億円まで
支援

卒業枠・グローバルV字回復枠を
通じて①中堅・大企業等へ成長
をする、②V字回復を果たす事
業者割合が75％を超えること
[測定指標]
①中小企業等を卒業する事業
者割合【Ｒ1１目標】75％②付
加 価 値 額 (※2) の 年 率平 均
5.0％以上増加を達成する事
業者割合【Ｒ1１目標】75％

【大規模賃金引上枠】
多くの従業員を雇用しながら、継続
的な賃上げに取り組むとともに、従業
員数を増やして生産性を向上させる
場合には、最大１億円まで支援

【通常枠】
申請件数
R3実績 62,286件
採択件数
R3実績 21,905件

【緊急事態宣言枠】
申請件数
R3実績 19,642件
採択件数
R3実績 12,497件

【最低賃金枠】
申請件数
R3実績 860件
採択件数
R3実績 665件

【大規模賃金引上枠】
申請件数
R3実績 32件
採択件数
R3実績 18件

【①卒業枠・②グローバルV字枠】
申請件数
R3実績 191件
採択件数
R3実績 98件

(※)回復・再生応援枠、緊急対策枠、グリー
ン成長枠は、令和3年度末より公募開始して
いるため、令和3年度の申請・採択実績なし

事業名：中小企業等事業再構築促進事業



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分

予算
[R03補正]200,059
[R02補正]400,000
[R01補正]360,000
（単位：百万円）

中小機構
運営費交付金

補助事業の一体的かつ機動
的運用による中小企業の生
産性向上

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ）

（ｲﾝﾊﾟｸﾄ）

中小企業全体
の付加価値額
及び労働生産
率の向上
[測定指標]
• 中小企業の従業

員一人当たりの
付加価値額を今
後 ５ 年 間
（2025年まで）
で５％向上させ
る。

（令和３年度成長
戦略フォローアップに
おけるKPI）

中小企業の生産性向上
を図るため、設備投資、
販路開拓、IT導入等に
対する支援を複数年にわ
たって実施

担当課： 中小企業庁経営支援部 技術・経営革新課、小規模企業振興課、経営支援課、事業環境部 財務課

補助事業者全体の付加価値額、給与支給総額、
労働生産性の向上
[測定指標] 

補助事業者全体の労働生産性 
【R5目標】年率平均2％以上の向上 

補助事業者全体の給与支給総額 
【R5目標】年率平均1％以上の向上 

事業名：中小企業生産性革命推進事業

【小規模事業者持続的発展支援
事業（持続化補助金等） 】
販路開拓支援

【事業承継・引継ぎ支援事業
（事業承継・引継ぎ補助金） 】
事業承継・引継ぎ後の設備
投資等の新たな事業や事業
引継ぎ時の専門家活用費用
などを支援

【サービス等生産性向上IT導入
支援事業（IT導入補助金） 】
バックオフィス効率化のための
ITツールの導入支援

【ものづくり・商業・サービス生産
性向上促進事業（ものづくり補
助金） 】
革新的な製品・サービス開発・
生産プロセスの改善に資する
設備投資支援

【先進事例や支援策周知・広報、
相談対応・ハンズオン支援 】
各支援策の周知・広報、専門
家による相談支援を実施

[測定指標]
補助事業の採択件数
ものづくり補助金
【R4見込】16,000件
【R3実績】10,185件
【R2実績】12,866件

持続化補助金等
【R4見込】56,000件
【R3実績】59,628件
【R2実績】96,882件

IT導入補助金
【R4見込】257,000件
【R3実績】30,825件
【R2実績】27,840件
事業承継・引継ぎ補助金
【R4見込】1,500件

[測定指標]
専門家による相談支援件数
【R3実績】15,995件

ものづくり補助金
ものづくり補助金の補助事業者のうち、事業終了後３年で、
付加価値額年率平均＋３％以上向上及び給与支給総額
年率平均＋1.5％以上向上を達成する事業者割合 
【R8目標】 65％以上 

持続化補助金等
持続化補助金等の補助事業者のうち、事業終了後1年で、
販路開拓につながった事業者の割合 
【R5目標】 80％以上 

IT導入補助金
サービス等生産性向上IT導入支援事業により、事業終了後
３年で、補助事業者全体の労働生産性の年率平均
【R6目標】３％以上向上を目指す  

事業承継・引継ぎ補助金
事業承継・引継ぎ補助金の補助事業者のうち、経営革新事
業は５年経過後の経常利益の上昇率
【R9目標】 ５％以上
専門活用事業は事業引継ぎの成約率
【R5目標】 40%以上



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分
事業名：サプライチェーン対策のための国内投資促進事業

予算
[R04予備費] 

4,992
[R02予備費]

86,000
[R02補正] 

430,800
（単位：百万円）

生産拠点の集中度が高
い製品・部素材、又は
国民が健康な生活を営
む上で重要な製品・部
素材に係る国内生産拠
点等の整備に対する支
援

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）
我が国製造業の滞りな
い生産活動による製品
の確保等を図ることで、
サプライチェーンの分断
リスクの低減や医療・
衛生関連製品の円滑
な供給を促進し、強靱
な経済構造の構築に
貢献する

国内生産拠点等整備
事業の実施
[測定指標]
採択件数
①生産拠点の集中度が高
い製品・部素材の供給途絶
リスク解消のための生産拠点
整備事業
【R4見込】 35件
【R3実績】 130件
【R2実績】 73件

②国民が健康な生活を営む
上で重要な製品・部素材の
生産拠点等の整備事業
【R4見込】 6件
【R3実績】 21件
【R2実績】 130件

③ウクライナ情勢の影響を受
ける原材料等の安定供給
等のための生産拠点等の整
備に係る事業
【R4見込】 7件

本事業によるサプライ
チェーン強靱化を目的と
した国内投資の促進
[測定指標]
(１)本事業による国内投資額
①生産拠点の集中度が高い
製品・部素材の供給途絶リス
ク解消のための生産拠点整備
事業
【R7目標】 7,426億円
②国民が健康な生活を営む上
で重要な製品・部素材の生産
拠点等の整備事業
【R7目標】 1,620億円
③ウクライナ情勢の影響を受け
る原材料等の安定供給等のた
めの生産拠点等の整備に係る
事業
【R7目標】 81億円

（２）生産拠点の集中度が
高い製品・部素材の生産拠点
集中度の低減、国民が健康な
生活を営む上で重要な製品・
部素材の国内生産量の増加

担当課：地域経済産業グループ地域産業基盤整備課



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分

事業名：クリーンエネルギー自動車・インフラ導入促進補助金
（旧：クリーンエネルギー自動車導入促進補助金）

予算
[R05要求] 41,030の内数
[R04予算] 14,000
[R03補正] 37,500の内数
[R03予算] 15,500
[R02補正]   3,697
[R02予算] 
車両 充電インフラ
13,000 893

[R01補正]   5,000
[R01予算] 
車両 充電インフラ
16,000 1,110

（単位：百万円）

協力企業等
・一般社団法人
次世代自動車
振興センター

・自動車メーカー/
業界団体

・充電器メーカー/
充電サービス
事業者

EV・PHV・FCV
等の導入を行う
個人・法人等に
対し、購入費用
の一部を補助

EV・PHV向けの
充電インフラの導
入を行う法人や
マンション管理組
合等に対し、設
備・工事費用の
一部を補助

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）

新たに設置/更新する
充電インフラへの補助に
より、全国の充電インフ
ラを拡充
[測定指標]
充電インフラへの交付件
数
【R5見込】 3,477件
【R4見込】 2,000件

車両の普及と表裏一体
で、利便性の高い充電
インフラを整備
[測定指標]
充電インフラの普及基
数
【R12目標】急速充電3万
基、普通充電12万基を整
備

運輸部門における二酸
化炭素排出量の削減
を促進。
電動車を活用し、エネ
ルギー需給の調整能力
や災害時の非常用電
源としての利用を促進。

新車登録・届出の車両
への補助により、新規に
市場投入される台数を
増大
[測定指標]
車両への交付件数
【R5見込】 41,387件
【R4見込】
R3補正 R4予算
48,394件 34,638件

初期需要を創出し、価
格低減等を図り、補助
金から自立化
[測定指標]
電動車の普及割合
【R17目標】乗用車の新車
販売において、電動車で
100％
【R12目標】乗用車の新車
販売において、次世代自動
車で50～70％

担当課：製造産業局自動車課



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分

事業名：クリーンエネルギー自動車・インフラ導入促進補助金
（旧：燃料電池自動車の普及促進に向けた水素ステーション整備事業費補助金）

予算
[R05要求] 41,030

の内数
[R04予算] 11,000
[R03予算] 11,000
[R02予算] 12,000
[R01予算] 10,000
[H30予算] 5,600
（単位：百万円）

協力企業等
・一般社団法人
次世代自動車
振興センター

・水素ステーション
事業者

・自動車メーカー

・水素ステーションの整
備者に対し整備費用の
一部を補助

・水素ステーションを活
用した燃料電池自動
車の需要を喚起するた
めの活動に必要な費用
の一部を補助

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）

水素ステーションの整
備を促進等し、燃料電
池自動車の早期の普
及及び水素ステーショ
ン事業の自立化を通じ
て、水素社会の実現を
図る

担当課：資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部新エネルギーシステム課

＜別事業＞
燃料電池自動車の普
及拡大
[測定指標]
燃料電池自動車の普
及台数
【R12目標】 80万台
【R７目標】 20万台

（ｱｳﾄｶﾑ）

水素ステーションの整備
[測定指標]
全国で整備された水素
ステーションの箇所数
（累積）
【R12目標】1,000基
【R７目標】 320箇所 水素ステーション事業の

コスト削減
[測定指標]
水素ステーション整備費
【R７目標】 2.0億円

水素ステーション運営費
【R７目標】 15百万円



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分

予算
[R05要求] 9,600
[R04予算]   7,500
[R03予算] 12,230
[R03補正] –
[R02予算] 27,500
[R02補正]   4,913
[R01予算] 20,363
[H30予算] 13,500
[H30補正]   8,394
[H29予算] 14,000
[H29補正]   5,998
[H28予算] 13,000
[H28補正]   6,096
[H27予算] 11,500
[H27補正]   7,000
[H26補正]   9,500
（単位：百万円）

協力企業等
・石油供給構造高度化
事業コンソーシアム

・石油精製業者 等

大規模地震や特別警報
級の大雨・高潮等に対
する製油所等のレジリエ
ンス強化を図るための取
組を支援

コンビナート内外の事業
者間連携による生産性
向上のための取組や製
油所の脱炭素化に向け
た取組や石油供給アセッ
ト等を有効活用し、カー
ボンニュートラル社会に対
応した製油所等の事業
再構築を図るための取
組を支援

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）

石油コンビナートにおける
会社間の連携、最先端
の精製プロセスへの設備
投資、脱炭素化に向け
た実証及び製油所等の
事業再構築の実施
[測定指標]

設備投資及び実証の支援
件数
【R4見込】 6件
【R3実績】 6件
【R2実績】 6件

・平均重油得率を3.5%
低減
[測定指標]
・1製油所あたりの平均重油
得率
【R4目標】 6.3%
【R2実績】 7.8%

・脱炭素化への取組の
促進を通じたCO2排出
削減量
[測定指標]
・ 1製油所あたりの年間平均
CO2排出削減ポテンシャル
【R7目標】 100,000トン

頻発・激甚化する自然
災害等のリスクに対する
レジリエンス強化や、生
産性向上・競争力強化
等による脱炭素化の潮
流への対応を加速化さ
せることにより、我が国に
おける石油供給インフラ
を維持し、石油の安定
供給を確保

・製油所における大規模
地震や特別警報級の大
雨・高潮等を想定した対
策の実施
[測定指標]

対策の採択件数
【R4見込】 12件
【R3実績】 27件

・大規模地震や特別警
報級の大雨・高潮等を
想定した対策の大幅な
進捗
[測定指標]
・地震対策が必要な製油所
等における実施割合
【R3実績】 100％
・大雨等対策の実施箇所数
【R7目標】 12箇所

担当課：資源エネルギー庁資源・燃料部石油精製備蓄課

事業名：石油コンビナートの生産性向上及び強靱化推進事業



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分
事業名：AI・IoT等を活用した更なる輸送効率化推進事業費補助金

担当課：資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部省エネルギー課

予算
[R05要求] 6,200
[R04予算] 6,200
[R03予算] 6,200
[R02予算] –
[R01予算] –
（単位：百万円）

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）

長期エネルギー
需給見通しにお
ける運輸部門の
最終エネルギー
消費量の削減に
貢献する

[測定指標]
最終エネルギー消費
量（運輸部門）
[R12目標]
6,000万kL

サプライチェーン全体の
効率化に係る省エネ効
果の実証

（ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ）

トラック輸送の効率化に
係る省エネ効果の実証

内航船の革新的な運
航効率化に係る省エネ
効果の実証

使用過程車の不具合
等に係るビッグデータを
分析・活用

（ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ）
サプライチェーン全体の
輸送効率化の実証に
係る優良事例の蓄積
[測定指標]
補助件数
【R４見込】 ３件

使用過程車の不具合
等発生傾向把握のため
の環境整備の推進
[測定指標]
補助件数
【R４見込】 1,500台

内航船の運航効率化
の実証に係る優良事例
の蓄積
[測定指標]
補助件数
【R４見込】 14件

トラック輸送の効率化の
実証に係る優良事例の
蓄積
[測定指標]
補助件数
【R４見込】 1,000件

（ｱｳﾄｶﾑ）
サプライチェーン全体の輸送
効率化による省エネ
[測定指標]
地球温暖化対策計画における関
連対策の進捗状況
【R５目標】 367.8万kL

トラック輸送の効率化による
省エネ
[測定指標]
地球温暖化対策計画における関
連対策の進捗状況
【R５目標】 250.1万kL

高効率内航船舶の普及促
進による省エネ
[測定指標]
地球温暖化対策計画における関
連対策の進捗状況
【R５目標】 36.5万kL

使用過程車の省エネ性能維
持による燃料消費量の削減
[測定指標]
使用過程車の燃費（原油換
算）
【R５目標】 11.3km/L



４．令和３年度経済産業省
行政事業レビュー（公開プロセス）対象事業



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分

事業名：クリーンエネルギー自動車・インフラ導入促進補助金【再掲】
（旧：燃料電池自動車の普及促進に向けた水素ステーション整備事業費補助金）

予算
[R05要求] 41,030

の内数
[R04予算] 11,000
[R03予算] 11,000
[R02予算] 12,000
[R01予算] 10,000
[H30予算] 5,600
（単位：百万円）

協力企業等
・一般社団法人
次世代自動車
振興センター

・水素ステーション
事業者

・自動車メーカー

・水素ステーションの整
備者に対し整備費用の
一部を補助

・水素ステーションを活
用した燃料電池自動
車の需要を喚起するた
めの活動に必要な費用
の一部を補助

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）

水素ステーションの整
備を促進等し、燃料電
池自動車の早期の普
及及び水素ステーショ
ン事業の自立化を通じ
て、水素社会の実現を
図る

担当課：資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部新エネルギーシステム課

＜別事業＞
燃料電池自動車の普
及拡大
[測定指標]
燃料電池自動車の普
及台数
【R12目標】 80万台
【R７目標】 20万台

（ｱｳﾄｶﾑ）

水素ステーションの整備
[測定指標]
全国で整備された水素
ステーションの箇所数
（累積）
【R12目標】1,000基
【R７目標】 320箇所 水素ステーション事業の

コスト削減
[測定指標]
水素ステーション整備費
【R７目標】 2.0億円

水素ステーション運営費
【R７目標】 15百万円



経済・社会等の変化（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

大規模賃金引上枠を通じて、
賃上げと従業員増員を達成する
事業者割合が75％を超えること
[測定指標]
事業場内最低賃金を年額45
円以上の水準で引き上げるとと
もに従業員数を年率平均1.5％
以上(初年度は1.0％以上)増
員させる事業者割合【Ｒ12目
標】75％

直接コントロールできる部分

予算
[R04予備費]
100,014
[R03補正]
612,300
[R02補正(3次)]
1,148,527
（単位：百万円）

協力企業等

-基金設置法人
（独）中小企業
基盤整備機構

-事務局
（株）パソナ

【通常枠】
コロナの影響により売上が10％減少
している中小企業等の事業再構築
を支援

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）
中小企業等がコロナの影
響を乗り越え、ポストコロ
ナ・ウィズコロナ時代の経済
社会の変化に対応すること
で、日本経済の構造転換
に貢献する。
[測定指標]
・中小企業の従業員一人
当たりの付加価値額を今後
5年間（2025年まで）で
５％向上させる。

・中小企業から中堅企業に
成長する企業が年400社
以上となることを目指す。
（令和3年度成長戦略フォ
ローアップにおけるKPI）

実現可能性の高い計画に基づく各
事業類型に沿った事業再構築の取
組の積み上げと優良事例の蓄積

[測定指標]
補助事業の申請件数（全枠計）
【R3実績】 104,046件
【R4見込】 62,641件
補助事業の採択件数（全枠計）
【R3実績】 35,183件
【R4見込】 37,545件

事業終了後3～5年(※1)で、
付加価値額(※2)の年率平均
3.0％(グリーン成長枠は5.0％)
以上増加を達成する事業者割
合が70％を超えること。
［測定指標］
事業終了後3～5年(※1)で、
付加価値額(※2)の年率平均
3.0％(一部5.0％)以上増加を
達成する事業者割合
【中間目標】50％(令和5年度)
【Ｒ12目標】70％

担当課：中小企業庁 経営支援部 技術・経営革新課

【最低賃金枠】
最低賃金引上げの影響を受け、その
原資の確保が困難な特に業況の厳
しい事業者には、補助率を引き上げ
手厚く支援

【グリーン成長枠】
研究開発・技術開発又は人材育成
を行いながらグリーン分野に進出する
事業者には、最大1.5億円まで支援

(※1) 中小企業等及び中堅企業等の補助事業実施期間終了後3～5年。補助金申請時に提出する事業計画において、3年で達成する計画の場合は3年、4年の場合は4年、5年の場合は5年で計測する。
(※2) 付加価値額…付加価値額又は従業員一人当たり付加価値額

【①回復・再生応援枠・②緊急対策
枠】引き続き業況が厳しい事業者や
原油価格・物価高騰等の影響を受
ける事業者等には、補助率を引き上
げ手厚く支援

【緊急事態宣言特別枠】
令和3年の緊急事態宣言の影響を
受ける事業者には、補助率を引き上
げ、手厚く支援

【①卒業枠・②グローバルＶ字枠】
本事業を通じて、中小企業等から中
堅・大企業等に成長、またはコロナで
大きく減少した売上をＶ字回復させ
る中堅企業等には最大１億円まで
支援

卒業枠・グローバルV字回復枠を
通じて①中堅・大企業等へ成長
をする、②V字回復を果たす事
業者割合が75％を超えること
[測定指標]
①中小企業等を卒業する事業
者割合【Ｒ1１目標】75％②付
加 価 値 額 (※2) の 年 率平 均
5.0％以上増加を達成する事
業者割合【Ｒ1１目標】75％

【大規模賃金引上枠】
多くの従業員を雇用しながら、継続
的な賃上げに取り組むとともに、従業
員数を増やして生産性を向上させる
場合には、最大１億円まで支援

【通常枠】
申請件数
R3実績 62,286件
採択件数
R3実績 21,905件

【緊急事態宣言枠】
申請件数
R3実績 19,642件
採択件数
R3実績 12,497件

【最低賃金枠】
申請件数
R3実績 860件
採択件数
R3実績 665件

【大規模賃金引上枠】
申請件数
R3実績 32件
採択件数
R3実績 18件

【①卒業枠・②グローバルV字枠】
申請件数
R3実績 191件
採択件数
R3実績 98件

(※)回復・再生応援枠、緊急対策枠、グリー
ン成長枠は、令和3年度末より公募開始して
いるため、令和3年度の申請・採択実績なし

事業名：中小企業等事業再構築促進事業【再掲】



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分

予算
[R03補正]200,059
[R02補正]400,000
[R01補正]360,000
（単位：百万円）

中小機構
運営費交付金

補助事業の一体的かつ機動
的運用による中小企業の生
産性向上

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （ｱｳﾄｶﾑ）

（ｲﾝﾊﾟｸﾄ）

中小企業全体
の付加価値額
及び労働生産
率の向上
[測定指標]
• 中小企業の従業

員一人当たりの
付加価値額を今
後 ５ 年 間
（2025年まで）
で５％向上させ
る。

（令和３年度成長
戦略フォローアップに
おけるKPI）

中小企業の生産性向上
を図るため、設備投資、
販路開拓、IT導入等に
対する支援を複数年にわ
たって実施

担当課： 中小企業庁経営支援部 技術・経営革新課、小規模企業振興課、経営支援課、事業環境部 財務課

補助事業者全体の付加価値額、給与支給総額、
労働生産性の向上
[測定指標] 

補助事業者全体の労働生産性 
【R5目標】年率平均2％以上の向上 

補助事業者全体の給与支給総額 
【R5目標】年率平均1％以上の向上 

事業名：中小企業生産性革命推進事業【再掲】

【小規模事業者持続的発展支援
事業（持続化補助金等） 】
販路開拓支援

【事業承継・引継ぎ支援事業
（事業承継・引継ぎ補助金） 】
事業承継・引継ぎ後の設備
投資等の新たな事業や事業
引継ぎ時の専門家活用費用
などを支援

【サービス等生産性向上IT導入
支援事業（IT導入補助金） 】
バックオフィス効率化のための
ITツールの導入支援

【ものづくり・商業・サービス生産
性向上促進事業（ものづくり補
助金） 】
革新的な製品・サービス開発・
生産プロセスの改善に資する
設備投資支援

【先進事例や支援策周知・広報、
相談対応・ハンズオン支援 】
各支援策の周知・広報、専門
家による相談支援を実施

[測定指標]
補助事業の採択件数
ものづくり補助金
【R4見込】16,000件
【R3実績】10,185件
【R2実績】12,866件

持続化補助金等
【R4見込】56,000件
【R3実績】59,628件
【R2実績】96,882件

IT導入補助金
【R4見込】257,000件
【R3実績】30,825件
【R2実績】27,840件
事業承継・引継ぎ補助金
【R4見込】1,500件

[測定指標]
専門家による相談支援件数
【R3実績】15,995件

ものづくり補助金
ものづくり補助金の補助事業者のうち、事業終了後３年で、
付加価値額年率平均＋３％以上向上及び給与支給総額
年率平均＋1.5％以上向上を達成する事業者割合 
【R8目標】 65％以上 

持続化補助金等
持続化補助金等の補助事業者のうち、事業終了後1年で、
販路開拓につながった事業者の割合 
【R5目標】 80％以上 

IT導入補助金
サービス等生産性向上IT導入支援事業により、事業終了後
３年で、補助事業者全体の労働生産性の年率平均
【R6目標】３％以上向上を目指す  

事業承継・引継ぎ補助金
事業承継・引継ぎ補助金の補助事業者のうち、経営革新事
業は５年経過後の経常利益の上昇率
【R9目標】 ５％以上
専門活用事業は事業引継ぎの成約率
【R5目標】 40%以上


